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JST概要

2

■ 社会変革に資する研究開発戦略の立案と社会との共創

• 未来共創推進事業
• 社会技術研究開発事業

• 研究開発戦略センター（CRDS）事業

• アジア・太平洋総合研究センター（APRC)事業

• 低炭素社会戦略センター（LCS）事業

■ 社会変革に資する研究開発による新たな価値創造の推進

• 共創の場形成支援
• 大学発新産業創出プログラム（START）  

• 研究成果最適展開支援プログラム(A-STEP) 

• 大学発新産業創出基金事業
• ムーンショット型研究開発事業
• 経済安全保障重要技術育成プログラム
• 革新的GX技術創出事業（GteX）     

• 戦略的創造研究推進事業（新技術シーズ創出）
• 戦略的創造研究推進事業(先端的脱炭素化技術開発）

（ALCA-Next）

• 未来社会創造事業  

■ 新たな価値創造の源泉となる研究開発の推進

• スーパーサイエンスハイスクール支援
• 科学技術コンテストの推進
• 大学等と連携した科学技術人材育成活動の実践・環境
整備支援

• プログラムマネージャー（PM）の育成・活躍推進ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

• 研究公正推進事業  

• 創発的研究支援事業  

• 博士後期課程学生の処遇向上と研究環境確保
※次世代研究者挑戦的研究プログラムとして

■ 多様な人材の支援・育成

■ 科学技術・イノベーション基盤の強化

• 科学技術情報連携・流通促進事業
• ライフサイエンスデータベース統合推進事業
• 研究人材キャリア情報活用支援事業

• 戦略的国際共同研究プログラム（SICORP）

• 地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム（SATREPS）

• 国際青少年サイエンス交流事業

• 先端国際共同研究推進事業



JST情報事業
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第5期中長期計画では6本の柱の中の「科学技術・イノベーション
基盤の強化」の中で「情報基盤の強化」として位置付けされている。

※オープンサイエンスとは、公的研究資金を用いた研究成果について、科
学界はもとより産業界および社会一般から広く容易なアクセス・利用を
可能にし、知の創出に新たな道を開くとともに、効果的に科学技術研
究を推進することで、イノベーションの創出につなげることを目指した新し

いサイエンスの進め方を意味する。
（出典：内閣府総合科学技術・イノベーション会議 2015年3月30日付

「国際的動向を踏まえたオープンサイエンスに関する検討会」報告書）

JST情報事業は、オープンサイエンスの世界的な潮流を踏まえつつ、科学
技術情報の流通を促進する。また、我が国の研究力の分析・評価に資
するため、研究者・技術者等に関する情報を幅広く活用できる環境を整

備する。

https://www8.cao.go.jp/cstp/sonota/openscience/150330_openscience_1.pdf#page=3


（※件数等は令和6年3月31日現在）

基本情報の整備・連携活用システム等の整備

電子情報発信・流通促進論文

国内学協会誌の電子ジャーナル化を支援し、我が国の科学技術論文
情報の発信の迅速化と国際化を図る（2,398学協会、3,981誌参加）

ライフサイエンスデータベース統合推進事業

論文の書誌情報
（書誌情報：約6,626万件）

書誌情報＝標題、著者名、発行年月日、
巻号、発行国等の情報

研究者、研究機関、論文、特許などの科学技術に関する基本情報を整備するとともに、関連
情報をリンクさせた横断的な検索や分析を可能とするシステムを一般に提供。様々なユー
ザがインターネットから分野や業種の垣根を越えて科学技術情報を利用できる環境を整備

論文 特許
関連情報の

連携
関連情報間
のリンク

1993年以降の国内特許
約1,554万件を収録

国内特許

ファンド情報
科学技術情報総合検索サービス

論文プラットフォーム

バイオサイエンスデータベースセンター
National Bioscience Database Center (NBDC)

○All JAPANとしてライフサイエンス知的基盤の構築
○各種バイオサイエンス関連機関やプロジェクトとの連携

 科学技術文献情報提供事業論文

研究者・研究支援者・技術者等の研究人材のキャリア形成・能力開発を
情報面から支援する研究人材のためのポータルサイト

研究人材キャリア情報活用支援事業

科学技術情報連携・流通促進事業

国内外の科学技術情報へ継続的にアクセスできるよう、データ（論文の要
約等）を整備し、我が国における効率的な研究開発活動を支援している。

日本で初めての本格的なプレプリントサーバとして、未発表のプレプリ
ント（査読前論文）をオープンアクセスで公開（令和3年度末運用開始）

研究者情報の流通促進研究者

研究者検索サービス 研究者情報
（国内研究者情報：約36万人）

国内学術コンテンツの国際的
流通を促進するため、国際的
な識別子DOIの登録システム

を開発・運用

DOI登録システム

論文の全文情報との
リンク

関連情報間のリンク

DOI登録

研究者

情報基盤の強化
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実験/観測 結果解析 発見 論文執筆 ジャーナル投稿 論文出版

学術論文出版

先行研究調査

論文情報流通
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学術論文出版

出典：
NISTEP 科学技術指標2023 (accessed 2023-11-18)
https://doi.org/10.15108/rm328

自然科学分野の論文数増加

• 世界的な論文数拡大。

• 電子ジャーナルの普及



J-STAGE
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➢ Japan Science and Technology Information Aggregator, Electronic

（科学技術情報発信・流通総合システム）

➢ 日本国内の学協会等が発行する科学技術（人文科学・社会科

学分野も含む）逐次刊行物の発信・流通促進及びオープンアク

セス推進を目的として運用される電子ジャーナルサイト

J-STAGEトップページの検索窓 https://www.jstage.jst.go.jp/browse/-char/ja



J-STAGE

◆ 1999年サービス開始

◆ 収録誌数: 4,100 誌
収録記事数: 5,752,137記事
 (2024/11/1現在、刊行終了誌や予稿集を含む)

◆ 我が国の科学技術刊行物の国内外への情報発信及び
流通を促進

◆ オープンアクセスを推進

◆ データの作成・公開・運用は各発行機関
(J-STAGE利用学協会等)が実施

日本の学協会等が発行する学術ジャーナルの
電子出版を担うプラットフォーム

８割以上のジャーナルが無料

www.jstage.jst.go.jp
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25周年!



J-STAGE事業の変遷(1)
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1999年 J-STAGEサービス開始
投稿審査システム提供開始

2000年 大会演題登録システム提供開始
     認証機能・電子付録・新着アラート機能提供開始
2001年 アクセス統計データ配信開始
2002年 引用文献リンク開始、STN→J-STAGEリンク開始

  Crossref参加、JST Link Center開始、画面リニューアル
2003年 Crossref、PubMed、JOISLink、ChemPortリンク開始
2004年 J-STAGE2サービス開始

新投稿審査システム運用開始
  早期公開機能、全文HTML公開機能、MyJ-STAGE機能提供開始
  セット販売機能提供(Unibio Press)

2005年 被引用リンク提供開始、
論文一部売り機能提供開始
オープンアクセス機能提供（日本化学会）

2006年 COUNTERレポート提供開始
  Googleとの連携開始

2008年 J-STAGE推奨基準リリース
2009年 NDL Portaとの連携開始
2010年 WebAPI機能提供開始
2011年 ASP方式の投稿審査システム提供開始（EM/SM）

2005年～創刊号まで遡って電子化

ジ
ャ
ー
ナ
ル
電
子
化
が
主
目
的
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J-STAGE事業の変遷(2)
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2012年 J-STAGE3サービス開始
(Journal@rchiveとJ-STAGEの統合）

2015年 登載対象コンテンツ拡大
  Web登載機能提供開始

2016年 NII-ELS登載誌移行受付開始
Creative Commonsライセンス表示機能提供開始（ジャーナル単位）

2017年 画面インタフェースリニューアル
2018年 Altmetric表示開始

  早期公開 版管理機能提供開始
  Porticoダークアーカイブサービス提供開始
  ジャーナルコンサルティングサービスパイロット開始

2012年～Japan Link Center本運用
開始

ジ
ャ
ー
ナ
ル
電
子
化
が
主
目
的



J-STAGE事業の変遷(3)
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2019年3月 J-STAGE中長期戦略策定
オ
ー
プ
ン
サ
イ
エ
ン
ス
対
応
や

ジ
ャ
ー
ナ
ル
強
化
に

重
点
を
シ
フ
ト

2019年 XMLスキーマをJATS1.1にバージョンアップ
  Creative Commonライセンスを記事単位で表示する機能開始

2020年 データリポジトリJ-STAGE Dataリリース
2022年 プレプリントサーバJxivリリース

  ジャーナルダッシュボード機能リリース

登
載
情
報
の
品
質
向
上
と

発
信
力
強
化
を

事
業
の
柱
に
追
加

2024年5月 J-STAGE中長期戦略改定

2024年6月 バーチャルイシュー機能リリース

2025年(予定) ベーシック投稿審査システムリリース
予定    XML登載標準化準拠
その他    即時OA対応、メタデータ項目の拡充など



サービス
システム

J-STAGEの機能と運用体制
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発行機関

編集委員会の運営

•ジャーナルの方針策定
•コンテンツの責任
•投稿受付・査読
•出版（pdf/XML化、J-STAGEへのアップロー
ド、公開）

•上記を含む出版費用の負担

JST

システムとサービスの開発・運営

•システム開発：新機能の企画、調達
•システム運用保守
•外部サービスとの連携契約
(ディスカバリーサービス等)

•発行機関によるジャーナル改善への協力
•上記の費用負担

ジャーナル

基本機能
• メタデータ/全文
アップロード

•公開
• DOI登録
•引用文献・被引用リンク
•アクセス統計
•ダッシュボード

オプション機能
•投稿審査（ScholarOne、

Editorial Manager）

•剽窃の検出(iThenticate) 

•データリポジトリ(J-STAGE Data)

ナレッジ

• J-STAGEセミナー
•ジャーナルコンサルティングプログラム
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実験/観測 結果解析 発見 論文執筆 ジャーナル投稿 論文出版

学術論文出版(J-STAGEカバー範囲)

先行研究調査

論文情報流通

※現状ジャーナル編集プロセスはカバーしていない

※



発行機関のJ-STAGE利用要件
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（１）発行機関が日本の団体であること、又は、科学技術刊行物の発行拠
 点、編集拠点、連絡拠点その他の発行に係る主要な拠点が日本に存
 在すること

（２）継続的に科学技術刊行物を発行し、これを電子化してJ-STAGEに登
 載する体制及びJ-STAGEのシステムを利用する動作環境が整ってい
 ること

（３）科学技術刊行物の発行の主たる目的の一つが営利目的ではないこと

（４）オープンアクセスの実現に積極的に取り組めること

※出典：科学技術情報発信・流通総合システム利用規約第3条2.



登載対象コンテンツ
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資料種別 中心となる基本的な資料例 （JSTにおける分類）

１．ジャーナル
研究基盤情報として研究成果、技術開発成果を研究者、技術者向けに広く流布させることを目的として
刊行される、原著論文を主たる記事としている雑誌。広がりをもつ研究者・技術者層から投稿され、研
究者・技術者層に広く閲覧されることを前提としているもの、査読を経た記事を含むことが望ましい。

２．研究報告・技術報告

特定の機関の研究、技術開発、調査の中間成果、活動成果を研究者、技術者向けに広く流布させるこ
とを目的として刊行される雑誌、報告書など。個々の記事が原著論文であるものから、短報や紹介記
事を掲載したもの。
具体的には、企業が刊行する技報（研究報告、技術報告等）や、大学紀要、研究所報告、研究ファンド
の報告書、科学技術レポート、「成果報告書」「成果事例集」「研究紹介」などがあたり、研究ファンドの
簡易な成果紹介も含む。

３．会議論文・要旨集

学協会等が開催する研究集会に発表した研究開発成果の概要をまとめたもの。個々の記事が原著論
文であるものから短報のものまで、会議関連の資料全般が対象。
具体的には「会議論文集」「要旨集」「予稿集」「概要集」などとして刊行したもの。事例発表会等の事例
集、講義テキストを含む。企業や大学が主催するシンポジウム、セミナー等の会議要旨集を含む。

４．解説誌・一般情報誌
技術動向や技術応用等を当該分野及び境界領域の研究者、技術者に広く流布することを目的として、
実用的な知識、技術紹介、製品紹介などの記事を掲載したもの。また一般向けの科学技術理解増進
のための啓蒙的記事を掲載したものや業界ニュース誌を含む。

５．その他
上記①～④の定義に当てはまらない学術誌。
候補として調査資料・統計資料等のコンテンツが挙げられる。

※ 2015年11月追加

※
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J-STAGE トップ画面https://www.jstage.jst.go.jp/browse/-char/ja

• 記事検索窓
• 現在の登載誌数・記事数
• 最新情報（J-STAGEからのお知らせ）
• 注目トピックス
• 新着資料
• 新着号
• 月間アクセス数ランキング（全資料中）

等を表示

https://www.jstage.jst.go.jp/browse/-char/ja
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資料トップ画面

• 資料カバー画像
• データベース（Scopus, PubMed, DOAJ）収録状況
• データリポジトリアイコン
• 投稿に関する情報へのリンク
• 最新号の主な記事
• 月間アクセス数ランキング
• Journal Impact Factor 等を表示
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「この資料について」画面

• 資料の紹介文
• 編集委員一覧
• 分野情報
• 発行機関情報（連絡先）
• データリポジトリ情報 等を表示
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書誌画面

• タイトル
• 著者名
• キーワード
• DOI
• 抄録
• 引用/被引用文献
• 著者関連情報
• Data Availability Statement
（関連データとの紐付がある場合）

• 二次利用ライセンス
等の書誌情報を表示
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本文HTML閲覧画面

• 記事の全文XMLデータを作成して登載することで、
HTML形式での本文表示が可能

• タブレット、スマートフォン等での閲覧にも適している

• 本文中のサムネイルから電子付録への素早いアクセスが
可能

• 機械可読な形式であり、機械翻訳やビッグデータ解析等
の幅広い利活用が期待



機能(1)DOI登録
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※ DOI(Digital Object Identifier)…デジタルコンテンツに恒久的に与えられる識別子。
最新のURLがDOIに紐付けられるため、DOIが分かればコンテンツへの永続的な
アクセスが可能。

※ Crossref DOIとJapan Link Center (JaLC) DOIから選択（デポジット費:無料）

ジャパンリンクセンター(JaLC)と連携し、
J-STAGEに登載された全記事にDOIを自動的に登録



機能(2)引用文献リンク
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J-STAGEが連携する外部サービス（後述）に登録されている
引用文献には、DOI等によるリンクが作成される

PubMedやCASに収録されているものは、
PubMed/CAS上の書誌情報へのリンクが表示される



機能(3)被引用リンク
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JaLCの機能により当該記事を引用している記事へのリンク
を表示する



機能(4)早期公開
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• 巻・号や開始ページ等が確定した出版版でなくても、採択した
記事を先行して公開できる機能

• 正式に出版が確定した後、通常公開記事として再公開



機能(5)電子付録
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冊子体では提供できない動画、音声、高精細写真などを
論文の付録として公開できる機能



機能(6)認証機能
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記事の抄録部分はすべての閲覧者に公開されるが、本文PDF等に対し
記事単位で認証（アクセス制限）をかけることが可能
• ID/パスワード認証
• IPアドレス認証
• Pay per View（記事単位での購入）



機能(7)アクセス統計・COUNTERレポート機能
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機能(8)ダッシュボード機能
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ジャーナル単位/記事単位
でのアクセス状況を分析
できます

←国別アクセス数

←外部サイト経由アクセス数

←ドメイン別アクセス数

←コンテンツ種別(HTML/PDF)アクセス数



機能(9)バーチャルイシュー機能
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自ジャーナルの別々の巻号から記事をピック
アップして一つの号として発行することができ
ます。



投稿審査システム(Editorial Manager/ScholarOne Manuscripts)
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原稿の投稿や査読依頼等、編集の進捗状況を管理できるツール

Similarity Check/類似性チェックサービス (Turnitin)

過去に出版された論文/Webコンテンツ等とテキストマッチングを
かけて類似度を算出する剽窃検知ツール
Crossref DOI向け・・・J-STAGE Similarity Check
JaLC DOI向け・・・・・・J-STAGE類似性チェックサービス

機能(10)その他オプションサービス(有料)
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• 外部サービスからの検索・アクセスを可能にすることで閲覧機会が向上
• 既存の連携サービスとの連携内容の強化及び拡大、新規サービスとの連携
確立を目指す

• 政策検討・学術研究目的での登載データ個別提供もしている
例：e-CSTI（内閣府エビデンスシステム）

外部サービスとの連携



ジャーナルコンサルティング
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ＪＳＴ

コンサルティング
会社

対象誌
（学協会）

応募

報告

採択

契約

対象誌の情報、要望

コンサルティング

ファシリテーション

（経営戦略、ブランディングに関する助言 等）

J-STAGE登載誌の質向上を目指す利用機関に対して、個別事情を

踏まえたコンサルティングを行い、ジャーナルの質向上のための
課題解決に向けた協力を行う。
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登載誌数の分野（大分類）※.2024/3/31

ファクトデータ ①登載資料関連
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※令和6年3月末時点

※分野未設定の資料120誌を除く
単位：千
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登載誌の分野・言語内訳

系列1 系列2 系列3 系列4

その他, 247, 
6%英文誌, 575

, 15%

英和混在誌, 
1481, 37%

和文誌, 
1676, 42%

登載誌の種別

※分野未設定の120誌を除く

言語種別

※令和5年度末時点

資料種別 認証/フリー・オープンアクセス種別

※令和5年度末時点

※令和5年度末時点
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1, 3310, 
83%

2, 349, 9%

3, 257, 6%

4, 61, 2%

5, 2, 0%

1, 375, 9%

2, 3481, 88%

3, 123, 3%

※令和5年度末時点



発行機関数・誌数・記事数 ※令和6年3月末時点

わが国の学協会の約半数が利用

（参考：日本学術会議の活動に協力する
「協力学術研究団体」学協会数2,134件）
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発行機関数2,398機関
誌数 3,981誌

記事数 5,666,066記事

1,314
1,084

820

J-STAGE
利用機関
（2,398）

※分科会を
除く

「学会名鑑」
登録学協会
（2,134）

学会名鑑2022/3/31時点の個人会員数を元に作成

学会名鑑非掲載学会、個人会員を報告していない学会あるいは個人会員枠が
ない学会は対象外

会
員
数
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OA種別

※令和6年9月20日時点
OA誌は5記事以上CCライセンスを付与している記事に限定

OA誌、XML記事登載誌（全登載誌）
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1, 316, 8%

2, 3,769, 
92% 1, 3,653, 92%

2, 328, 8%

早期公開
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HTML記事数の割合（資料種別ジャーナル）

※令和6年3月末時点



ダウンロード数の推移、国・地域別
ダウンロード数の推移 国・地域別ダウンロード数

(2023/4-2024/3)

日本 308.0 百万件
アメリカ 72.7 百万件
中国 11.6 百万件
ドイツ  4.1 百万件
フランス  3.4 百万件
イギリス  2.4 百万件
インド 2.2 百万件
その他        21.7 百万件

--------
合計        426.3 百万件

※令和6年3月末時点
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日本発ジャーナルのインパクトファクターとプラットフォーム

※分野の四分位
そのジャーナルの分野内で、JIF順にジャーナルを並べた場合の相対的な位置。
Q1～Q4まであり、Q1が最も高い。
(https://clarivate.com/webofsciencegroup/wp-content/uploads/sites/2/2021/01/4_QRC_WoS_JP_20201204.pdf

※ JCRにおける発行国「JAPAN」のほか、個別調査により発行機関が日本であることが判明したものも含む。
※ J-STAGEをプライマリーとしてカレント誌を公開している場合にのみJ-STAGEとしてカウント。

ジャーナルインパクトファクター（2024年発表）を持つ約2万2千誌のう
ち、日本発のジャーナルの登載プラットフォームの四分位ごと分布

142

236

JIF(2024年発表)を持つ
日本発のジャーナル378誌
の登載プラットフォーム内訳

1 2
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系列1 系列2 系列3 系列4 系列5

https://clarivate.com/webofsciencegroup/wp-content/uploads/sites/2/2021/01/4_QRC_WoS_JP_20201204.pdf


１） 我が国の電子ジャーナルの基本的機能の開発及び維持
・世界標準への準拠（全文情報のXML化、メタデータ充実）
・コンテンツの保全、セキュリティの強化

２）目的や状況に応じたジャーナルの強化
・学協会との連携深化と関係機関も参加した先進的コミュニティ
・目的や状況に特化した機能あるいはサービスの提供

３）新たな時代の要請への対応
・J-STAGEがカバーする研究ワークフロー及びコンテンツの拡大
・研究成果の利用促進に資する取り組み
・即時オープンアクセス化への対応

41

ジャーナルを取り巻く環境の急速な変容に戦略的に対応する為、J-STAGE事業推進の基本姿勢及び施
策を中長期戦略として取りまとめた（2019年3月公開）。本戦略の改定版を2023年度に有識者委員会に
て策定した（2024年5月公開）。今後5年先までのロードマップも併せて公開した。
【事業推進の基本姿勢 】

基本姿勢１ 電子ジャーナルプラットフォーム機能の維持及び新たな要請への対応

基本姿勢２ 「我が国のジャーナルの強化」にかかる学協会との連携の深化及び共創

基本姿勢３ システム開発やサービス提供の手段の最適化によるJ-STAGEサービスの品質向上

基本姿勢４ 登載情報の整備と積極的発信

J-STAGE中長期戦略の改定(2024)

施策の展開方向及び取組内容



J-STAGE Dataについて

42



研究データの公開の必要性

✓ オープンサイエンス、データ駆動型研究の潮流

✓ 研究不正の防止、研究の透明性の担保

大学・研究機関・研究助成機関だけでなく、ジャーナルにおいて

もデータの公開や共有に関するポリシーの整備が進んでいる

研究者が研究成果論文を発表する際、その根拠となるデータの

公開を求められる場面が、ますます多くなりつつある

➢ 2022年に改定された「オープンサイエンス促進に向けた研究成果の取扱い
に関するJSTの基本方針」においても、「研究データのうち、研究成果論文
のエビデンスとなる研究データは原則として公開とする。」 と明記
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J-STAGE Data とは

➢ J-STAGEの登載論文に関連するデータを登載・公開するデータリポジトリ

44

https://jstagedata.jst.go.jp/

➢ 2020年3月リリース

➢ すべてのデータにはJaLC DOIおよび

CCライセンスが付与され、オープンア

クセスで公開、ダウンロード・再利用

が可能

➢ ジャーナル編集委員会で査読・承認

されたデータのみ公開

➢ 2024年10月末時点で99誌が利用を

申し込み、53誌から853データが公開

されている



データ画面

閲覧数、ダウン
ロード数、被引用数

データに言及している
論文へのリンク

二次利用ライセンス

キーワード

著者名

タイトル

データのプレビュー画像
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連絡先メールアドレス

著作権表示



論文とデータの相互リンク

・Data Availability 
Statement※

・公開日
・データタイトル
・著者名
等のメタデータ

データ
プレビュー

J-STAGE Dataへのリンクをクリック

※利用可能なデータの所在等
に関する記述

に論文付随データの情報を表示

へジャンプして
論文付随データを閲覧

J-STAGEの論文へのリンクをクリック

関連付け
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論文付随データ 公開の例
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プレプリントサーバ「Jxiv」について



COVID-19を契機に急増するプレプリント

83

93

99

153

196

215

294

384

649

1094

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

■ プレプリントサーバー

■ 査読付きジャーナル

論文データベースDimensionsでの
コロナ関連論文数上位サイト(2020年4月21日時点)

https://www.dimensions.ai/

医学系プレプリントサーバmedRxiv でのコロナ関連論文数
の推移

https://www.medrxiv.org/
(2020年1月1日～4月17日)

出典：+Evidence Vol.2 No.18 (No. 69) April 2020

出典：+Evidence Vol.2 No.18 (No. 69) April 2020

2か月で約7倍に！

コロナ関連論文は上位10サイト中7サイト
がプレプリントサーバ
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・プレプリント（査読前論文）にDOIを付与、オープンアクセスで公開
・全分野を対象、  語、 語のプレプリント公開
・投稿者はresearchmapまたはORCIDのIDを所持する研究者に限定
・閲覧はアカウント不要、無料で誰でも可能

2022年3月24日より運用開始



プレプリントサーバの例

●さまざまな分野

物理学：arXiv (1991-) 生命科学：bioRxiv (2013-) 

化学：ChemRxiv (2017-) 医学：medRxiv (2019-)

社会科学：SSRN (1994-)

●さまざまな地域

中国： ChinaXiv (2016-) 

インドネシア： RINarxiv (前身：INArxiv:2018-)

ブラジル、アルゼンチンなど： SciELO Preprints (2020-)

51



日本のプレプリントサーバの必要性

• COVID-19等でプレプリントサーバを利用した研究成果の発表、早期の活用が進められ、威
力を発揮していたが、日本語で投稿できるプレプリントサーバは現状なかった。

・ arXiv等、分野別プレプリントサーバはあるが、海外でも確立されていない分野がある

（学際分野等）。

「人文学や社会科学分野では、特定の文化の哲学、歴史、文学、社会、法律、経済等に特

化した研究が多いこともあり、当該地域の言語で出版することにより、さらに深い理解と知

識の共有が可能となります。」（出典：筑波大学 F1000との連携プレス）

• 研究分野別プレプリントサーバのみならず、言語・地域別のプレプリントサーバも各国から
立ち上がる現況において、我が国に拠点を置くプレプリントサーバはなく、海外から出遅れ
てしまっていた。

プレプリントサーバによる研究成果の早期公開
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http://www.tsukuba.ac.jp/news/n202005281630.html


効果

• ジャーナルに投稿され査読を経て出版されるのに先立ち、研究成果を公表できる。
• 迅速な成果公開により研究のサイクル加速、研究コミュニティの活性化が期待される
• 緊急を要する課題については、査読を待たずにプレプリントで議論が進められる。
• 研究成果のオープンアクセス公開が可能。
• Google Scholarと連携しており、広く読まれる。

（ジェイカイブ）

①原稿を投稿 ②スクリーニング ③オープンアクセス
で公開

④最新状態に更新
(改版、出版版へのリンク)

https://jxiv.jst.go.jp/URL

投稿から公開までの流れ

日本発のプレプリントサーバ
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Jxiv画面

注意書き文言

言語切り替え 日本語表示画面

英語表示画面

ランディングページ
公開画面



公開論文数（2024.8.30時点）
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公開論文数：420本



目次

1. 科学技術振興機構（JST）について

2. JSTの情報事業について

3. J-STAGEについて

4. J-STAGE Data、Jxivについて

5. 全文XML化の取り組み
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J-STAGEの課題

全文XML化
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J-STAGEデータ形式変遷

• TeX ?1999-?

• Diov 2002-?

• SGML 1999-2019

• BIB 1999-2019

• XHTML 2004-2012

• JATS XML 2012- (ver0.4)

2019- (ver1.1)
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J-STAGE1

J-STAGE2

J-STAGE3

1999

2004

2012

2019

TeX

Diov

BIB&
SGML

XHTML

XML



J-STAGEの全文XML化状況

XML記事登載の有無

※令和5年度末時点

XML記事登載
カレント誌(ジャーナルに限定)の8％

XML化により実現できること、見込まれる効果

✓長期保存性(標準化された規格)
✓他システムとの精緻な連携
✓機械翻訳
✓汎用性、アクセシビリティ
✓デバイスに応じた閲覧性（PDF、

HTML、ePub等）
✓AI、情報解析などへの応用
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163, 8%

1883, 92%

1 2



J-STAGE全文XMLツールの提供(2020～)

60

WordもしくはLaTeX形式の原稿ファイルを元に、J-STAGEに登載で
きる全文XMLファイルを作成・編集できるツール。

原稿ファイル

原稿変換

全文XML
ファイル

■原稿ファイルを元にXMLデータが生成される。
■その後ツール上でXMLを確認・編集する。
■ツール内にプレビュー機能があり、J-STAGEの公開画面イメージを確認できる。
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出典：
令和4年度J-STAGE満足度調査結果より



オープンアクセスの定義

62

ブダペスト・オープンアクセス・イニシアティブ（BOAI、2002）

「公衆に開かれたインターネット上において、無料で利用可能であり、閲覧、ダ
ウンロード、コピー、配布、印刷、検索、論文フルテキストへのリンク、インデクシ
ングのためのクローリング、ソフトウェアへデータとして取り込み、その他合法的
目的のための利用が（中略）財政的、法的または技術的な障壁なしに誰もが許
可されること」

（出典：https://www.budapestopenaccessinitiative.org/read/ 日本語訳はリンク切れ）

科学技術情報発信・流通総合システム（J-STAGE）利用規約

第２条

（４）「オープンアクセス」とは、インターネット上に論文等を無料公開し、二次的
利用の範囲に関するライセンス情報を明記することで、誰もが障壁なく閲覧・利
用できることをいいます。

https://www.budapestopenaccessinitiative.org/read/


おもなオープンアクセスの種類

63

① グリーンOA （セルフアーカイブ）：

機関リポジトリ などから、おもに著者自身が、多くは 著者最終稿 
を無料公開する。多くはライセンス情報なし

（ライセンス情報がない場合、BOAIの定義をみたしているとはいえない）

② ゴールドOA：

オープンアクセス誌 から論文を無料公開する。著者は APC （論文
掲載料） を負担する場合が多い。ライセンス情報つき

（ライセンス情報がない場合、BOAIの定義をみたしているといえないため、J-
STAGEにおいてはオープンアクセス誌ではなくフリーアクセス誌とされる）



オープンアクセスに関連した用語

64

■ライセンス：

コンテンツを二次利用する際の範囲・条件などを示す CCライセンス など

■著者最終稿 （Accepted Manuscript: AM）：

査読およびそれをうけた改訂をへて受理された原稿

■出版社版 （Version of Record: VoR） ：

発行機関 （出版社） が、出版のため著者最終稿をジャーナルのスタイルにレ
イアウトを整えた原稿。多くのジャーナルでは、出版社版のグリーンOAを認めて

いない

■APC （Article Processing Charge，論文掲載料）：

オープンアクセス誌の多くでは、著者はAPCを支払う必要がある

■ハイブリッドOA誌：

ジャーナル自体は有料の購読誌だが、著者が APC を支払うことにより、その
論文をオープンアクセスとするジャーナル。ハイブリッドOA誌からオープンアク
セスで論文を出版することでも、ゴールドOAとなる



オープンアクセスにおけるエンバーゴ

65

オープンアクセスには、エンバーゴ （公開猶予期間）が設定されてい
ることもある

① グリーンOA：
現在、海外大手出版社の多くのジャーナルでは、機関リポジトリへの著者自身
による著者最終稿の公開を、出版から12ヶ月～24ヶ月のエンバーゴ期間のもと
で認めている

② 出版から一定の期間ののちOA：
海外大手出版社には、オープンアクセス誌ではないものの、出版から12ヶ月～
24ヶ月のエンバーゴ期間ののちに、論文をオープンアクセスにするジャーナル
もある

J-STAGEでは、これと似たようなパターンとして、出版・公開から一定の期間は認

証付きとして学会員以外は閲覧できないとするジャーナル、また、（冊子体の）
出版から一定の期間はJ-STAGEから公開していないジャーナルが多くある



オープンアクセスにするためには

66

論文の著者が、論文をオープンアクセスで公開するにあたって、以下の2
つの方法がある

・出版された論文について、機関リポジトリ などから著者最終稿を公開
する

・論文を オープンアクセス誌 に投稿・出版・公開する、あるいは、ハイ
ブリッドOA誌よりオープンアクセス論文として出版・公開する

ジャーナルが、オープンアクセスに対応するにあたって、以下の2つにつ
いて考慮する必要がある

・出版された論文について グリーンOAでの公開を許容する

・「オープンアクセス誌」 （ハイブリッドOA誌） にすることで オープンアクセス論文 
としての公開 （を著者が選択可能） とする



即時OAの実現に向けた基本方針
2024年2月16日 統合イノベーション戦略推進会議決定

「学術論文等の即時オープンアクセスの実現に向けた基本方針」

• 公的資金のうち2025年度から新たに公募を行う即時オープンアクセスの対

象となる競争的研究費を受給する者（法人を含む）に対し、該当する競争的
研究費による学術論文及び根拠データの学術雑誌への掲載後、即時に機
関リポジトリ等の情報基盤への掲載を義務づける

• 学術プラットフォーマーに対する大学を主体とする集団交渉の体制構築を支
援し、交渉の取組を通じて研究コミュニティの経済的負担の適正化を図る

• 機関リポジトリ等の情報基盤とは、研究データ基盤システム（NII Research 
Data Cloud）上で学術論文及び根拠データが検索可能となるものとする

• FAIR原則に沿ったオープンサイエンスの推進のため、学術論文及び根拠デ
ータの即時オープンアクセスに関する国際連携を進める

• オープンアクセスは研究成果の発信力の向上等のために行うものであるこ
とを認識し、既存の研究費や採択件数を圧迫しないよう留意する

67



海外のオープンアクセスに関する方針
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■ 米国

大統領府科学技術政策局（OSTP）パブリックアクセスポリシーの更新に関するメモラン
ダム（2022年8月）

• 公的助成研究成果（研究論文およびその研究データ）は、エンバーゴ期間を設け
ず即時オープンアクセスで公開 

• 連邦政府機関に対し、2025年12月31日までにパブリックアクセスポリシーを改訂･
施行することを求める

https://www.whitehouse.gov/ostp/news-updates/2022/08/25/ostp-issues-guidance-to-make-federally-funded-research-freely-
available-without-delay/

■ 欧州

• 助成機関や多数の政府機関レベルでオープンアクセス化を推進

• 全体的にゴールドOAを支持

• 欧州の研究助成機関から構成されるcOAlition Sが「Plan S」を発表（2018年）

2021年1月以降にcOAlition S参加機関から支援を受けた研究成果は、即時オープンアクセ
ス公開が義務づけられる

https://www.coalition-s.org/plan_s_principles/



日本におけるオープンアクセス方針
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2025年度公募から公的資金による研究成果論文の
即時オープンアクセス化

2023年5月12日-14日 G7仙台科学技術大臣会合 共同声明
「G7は、公的資金による学術出版物及び科学データへの即時のオープンで公共的なアクセスを支援」

2023年5月20日 G7広島首脳コミュニケ
「G7は、FAIR原則に沿って、科学的知識並びに研究データ及び学術出版物を含む公的資金による研究成果の公平な普及による、
オープン・サイエンスを推進する」

2023年6月9日 閣議決定 「統合イノベーション戦略2023」
「我が国の競争的研究費制度における2025年度新規公募分からの学術論文等の即時オープンアクセスの実現に向けた国の方
針を策定する」

2024年2月16日 閣議決定 「学術論文等の即時オープンアクセスの実現に向
けた基本方針」
「我が国の競争的研究費制度における2025年度新規公募分からの学術論文等の即時オープンアクセスを実現する」



J-STAGEとオープンアクセス
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2005年 日本化学会の英文誌においてopen access記事にアイコン付与

2014年 記事単位でCreative Commonsライセンス表示が可能に

2015年 J-STAGE利用規約においてオープンアクセス推進を明記

2016年 ジャーナル単位でCreative Commonsライセンス表示が可能に

2018年 ジャーナルコンサルティングサービス開始

  （オープンアクセス誌化,DOAJ収載支援）

2019年 中長期戦略にてオープンサイエンスの潮流に対応することを謳う

  ジャーナル情報としてオープンアクセス誌アイコン表示が可能に

2020年 J-STAGE Dataリリース

2024年 中長期戦略改定版にて即時OA方針に対応することを謳う

  即時オープンアクセス方針への対応 説明会



• 即時OAの対象は、査読付き学術論文（電子ジャーナルに掲載された査読済
みの研究論文、著者最終稿を含む）および根拠データ

• 2025年度新規公募分から対象となるので、その研究費が交付され、研究が

実施され、研究成果が論文となって投稿・出版された段階で、その論文が即
時OAの対象になる。なので、ジャーナルとしては、2025年度からといっても
若干タイムラグがある

• OA化の方法としては、機関リポジトリなど情報基盤への掲載を義務づけると
しているので、オープンアクセス誌からの出版ではなく、グリーンOA （著者最
終稿の機関リポジトリからの公開） を想定していると考えられる。ジャーナル
としては、急いでオープンアクセス誌に移行せずとも、即時のグリーンOAを
許容する、という対応でよいと思われる
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即時オープンアクセス化に向けて



J-STAGEの即時OA対応への取り組み(予定含む)

• 2024年5月に公開した 「我が国のジャーナルの振興に向けたJ-STAGE中長期
戦略（改定）」 にもとづき、J-STAGE利用誌が自誌が即時OA対応誌であること
を投稿者に明示できるよう、「（即時OA方針に）鑑み、研究者、所属機関がこ

の義務を履行できる条件を、オープンアクセスポリシーの明確化によって各
ジャーナルが整えることを利用規約において求め、その実現のための情報
提供を行う」 予定である

• J-STAGEでは、発行機関への即時OA方針への対応方策についての説明会を
開催している。

• また、今後、即時OA対応誌がオープンアクセスポリシー情報を明示できるよ
うメタデータ項目などを設け、対応誌の入力情報にもとづき、即時OA対応誌
を検索できるような改修を検討している 72



ご静聴ありがとうございました
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